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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周囲を絶縁層で被覆した軟磁性粉末と、
　前記軟磁性粉末に対して添加される潤滑剤と、
　を備え、
　前記潤滑剤は、前記軟磁性粉末に対して０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを含み
、
　前記絶縁層は、
　前記軟磁性粉末の周囲に均一に分布する絶縁粉末層と、
　前記絶縁粉末層の外側を被覆するシリコーンオリゴマー層と、
　前記シリコーンオリゴマー層の外側を被覆するシリコーンレジン層と、
　を含み、
　前記絶縁粉末層の一部または全てがトリポリリン酸アルミ粉末であり、
　前記トリポリリン酸アルミ粉末の添加量は、前記軟磁性粉末に対して１．０～１．５ｗ
ｔ％であること、
　を特徴とする軟磁性材料。
【請求項２】
　前記潤滑剤の添加量は、前記軟磁性粉末に対して０．５ｗｔ％であり、
　前記潤滑剤のうち前記ステアリン酸カルシウムの割合が１００％であることを特徴とす
る請求項１に記載の軟磁性材料。
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【請求項３】
　前記シリコーンオリゴマー層は、メチル系またはメチルフェニル系のシリコーンオリゴ
マーを固化したものであることを特徴とする請求項１または２に記載の軟磁性材料。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項に記載の軟磁性材料を使用した圧粉磁心であって、
　酸化カルシウムが含有されていることを特徴とする圧粉磁心。
【請求項５】
　請求項４に記載の圧粉磁心にコイルが巻回されたリアクトル。
【請求項６】
　軟磁性粉末の周囲に前記軟磁性粉末に対して１．０～１．５ｗｔ％のトリポリリン酸ア
ルミ粉末を均一に分散させることにより、絶縁粉末層を形成する絶縁粉末層形成工程と、
　前記絶縁粉末が均一に分散した軟磁性粉末にシリコーンオリゴマーを混合し、乾燥させ
、シリコーンオリゴマー層を形成するシリコーンオリゴマー層形成工程と、
　前記シリコーンオリゴマー層が形成された前記軟磁性粉末にシリコーンレジンを混合し
、乾燥させ、シリコーンレジン層を形成するシリコーンレジン層形成工程と、
　前記シリコーンレジン層が形成された前記軟磁性粉末にステアリン酸カルシウムを０．
５ｗｔ％混合する潤滑剤混合工程と、
　前記各工程を経た前記軟磁性粉末を、加圧成形処理して成形体を作製する成形工程と、
　を有する圧粉磁心の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、軟磁性材料、軟磁性材料を用いた圧粉磁心、圧粉磁心を用いたリアクトル、
及び圧粉磁心の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　モーター、インバーター、コンバーターへの電力供給系統の一部として、リアクトルが
利用されている。このリアクトルのコアとして、圧粉磁心が使用される。圧粉磁心は、金
属粉末とこれを覆う絶縁皮膜とから構成された粉末を加圧成形することにより形成される
。
【０００３】
　圧粉磁心は、エネルギー交換効率の向上や低発熱などの要求から、小さな印加磁界で大
きな磁束密度を得ることが出来る磁気特性と、磁束密度変化におけるエネルギー損失が小
さいという磁気特性が求められる。磁束密度に関する磁気特性とは、具体的には透磁率（
μ）である。エネルギー損失に関する磁気特性とは、具体的には鉄損（Ｐｃｖ）である。
鉄損（Ｐｃｖ）は、ヒステリシス損失（Ｐｈ）と、渦電流損失（Ｐｅ）の和で表される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－３０５８２３号公報
【特許文献２】特開２０１０－００１５６１号公報
【特許文献３】特開２０１２－１２９２１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　軟磁性粉末を用いた圧粉磁心は、上記の通り磁束密度の向上が求められており、そのた
めには、圧粉磁心を高密度にする必要がある。そのため、高い圧力で圧粉成形されるが、
その際に多くの歪みが軟磁性粉末の粒子内に発生する。この歪みにより圧粉磁心の保磁力
が高まり、ヒステリシス損失が増加してしまう。ヒステリシス損失は、圧粉磁心全体とし
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ての損失の増加、飽和磁束密度の低下及び、直流重畳特性の悪化につながる。そこで、圧
粉成形に軟磁性粉末の粒子内に発生する歪みの低減を目的として、軟磁性粉末に潤滑剤を
添加しておき、圧粉成形する方法が採用されている。また、圧粉磁心は経年劣化により、
透磁率の悪化や、ヒステリシス損失の悪化による鉄損（Ｐｃｖ）の低下が起こることが知
られている。
【０００６】
　本発明者は、鋭意検討の結果、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムを使用することで
、
高い圧力での圧粉成形時の軟磁性粉末内の歪みの発生を抑制しつつも、経年劣化による透
磁率や、ヒステリシス損失の悪化を抑制することが可能であるとの知見を得た。本発明の
目的は、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムを使用することで、高い圧力で圧粉成形し
ても軟磁性粉末の粒子内に歪の発生を抑制しつつ、経年劣化による圧粉磁心の磁気特性の
悪化を低減した軟磁性材料、軟磁性材料を用いた圧粉磁心、圧粉磁心を用いたリアクトル
、及び圧粉磁心の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記の目的を達成するため、本発明の軟磁性材料は、周囲を絶縁層で被覆した軟磁性粉
末と、前記軟磁性粉末に対して添加される潤滑剤と、を備え、前記潤滑剤は、前記軟磁性
粉末に対して０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを含み、前記絶縁層は、前記軟磁性
粉末の周囲に均一に分布する絶縁粉末層と、前記絶縁粉末層の外側を被覆するシリコーン
オリゴマー層と、前記シリコーンオリゴマー層の外側を被覆するシリコーンレジン層と、
を含み、前記絶縁粉末層の一部または全てがトリポリリン酸アルミ粉末であり、前記トリ
ポリリン酸アルミ粉末の添加量は、前記軟磁性粉末に対して１．０～１．５ｗｔ％である
こと、を特徴とする。
 
【０００８】
　 前記潤滑剤の添加量は、前記軟磁性粉末に対して０．５ｗｔ％であり、前記潤滑剤の
うち前記ステアリン酸カルシウムの割合を１００％としても良い。
 
【００１０】
　前記シリコーンオリゴマー層は、メチル系またはメチルフェニル系のシリコーンオリゴ
マーを固化したものであっても良い。
【００１６】
　また、前記軟磁性材料を使用した圧粉磁心や、当該圧粉磁心にコイルが巻回されたリア
クトルや、当該圧粉磁心の製造方法も本発明の一態様である。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムを使用することにより、高い圧
力で圧粉成形しても軟磁性粉末の粒子内に歪みの発生を抑制することが可能となる。これ
により、ヒステリシス損失を低減し、飽和磁束密度を上げることができる。その結果、低
損失で直流重畳特性に優れた圧粉磁心とその製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の一実施形態に係る圧粉磁心の製造方法を示すフローチャートである。
【図２】第１の特性比較におけるステアリン酸カルシウムの添加量と透磁率の相関を示す
グラフである。
【図３】第１の特性比較におけるステアリン酸カルシウムの添加量と鉄損の相関を示すグ
ラフである。
【図４】第１の特性比較におけるステアリン酸カルシウムの添加量と密度の相関を示すグ
ラフである。
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【図５】第１の特性比較におけるステアリン酸カルシウムの添加量と圧環強度の相関を示
すグラフである。
【図６】第２の特性比較におけるトリポリリン酸アルミの添加量と透磁率の相関を示すグ
ラフである。
【図７】第２の特性比較におけるトリポリリン酸アルミの添加量と鉄損の相関を示すグラ
フである。
【図８】第２の特性比較におけるトリポリリン酸アルミの添加量と密度の相関を示すグラ
フである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
［１．実施形態］
［１－１．構成］
　本実施形態の軟磁性粉末材料は、圧粉磁心の材料である。軟磁性粉末材料には、周囲を
絶縁層で被覆した軟磁性粉末と、軟磁性粉末に対して添加される潤滑剤と、が含まれる。
潤滑剤としては、軟磁性粉末に対して０．１～０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを
使用する。本実施形態では、潤滑剤を添加した軟磁性粉末材料を、所定の形状に加圧成形
処理して成形体を作製する。成形体の形状は、例えば、トロイダル状、Ｉ型、Ｕ型、θ型
、Ｅ型、ＥＥＲ型など、種々の形状とすることができる。所定の形状に整えた成形体を熱
処理することで圧粉磁心が成型される。なお、絶縁層は、絶縁粉末層、シリコーンオリゴ
マー層及び、シリコーンレジン層の中から要求される性能に合わせて任意に選択すること
が可能である。本実施形態では、説明のために絶縁層が、絶縁粉末層、シリコーンオリゴ
マー層、及びシリコーンレジン層の３層からなるものとして説明する。
【００２０】
（１）軟磁性粉末
【００２１】
　本実施形態で使用する軟磁性粉末は、鉄を主成分とする軟磁性粉末であって、パーマロ
イ（Ｆｅ－Ｎｉ合金）、Ｓｉ含有鉄合金（Ｆｅ－Ｓｉ合金）、センダスト合金（Ｆｅ－Ｓ
ｉ－Ａｌ合金）、純鉄粉、などを用いる。鉄合金は、その他にＣｏやＡｌ、Ｃｒ、Ｍｎを
含んでもよい。パーマロイ（Ｆｅ－Ｎｉ合金）を用いる場合、Ｆｅに対するＮｉの比率は
５０：５０や２５：７５が好ましいが、他の比率であってもよい。例えば、Ｆｅ－８０Ｎ
ｉ、Ｆｅ－３６Ｎｉでもよい。ＦｅとＮｉの他にＳｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｃｕ、Ｎｂ、Ｔａ等
を含んでいても良い。Ｆｅ－Ｓｉ合金粉末は、例えば、Ｆｅ－３．５％Ｓｉ合金粉末、Ｆ
ｅ－６．５％Ｓｉ合金粉末が挙げられるが、Ｆｅに対するＳｉの比率は、３．５％や６．
５％以外であっても良い。純鉄粉は、Ｆｅを９９％以上含むものである。軟磁性粉末は１
種類でなく、２種類以上の混合粉でも良い。
【００２２】
　軟磁性粉末の平均粒子径（Ｄ５０）は２０μｍ～１５０μｍが好ましい。なお、本明細
書において「平均粒子径」とは、特に断りがない限り、Ｄ５０、すなわちメジアン径を指
すものとする。軟磁性粉末の製造方法は問わない。粉砕法により作製されたものでも、ア
トマイズ法により作製されたものでも良い。アトマイズ法は、水アトマイズ法、ガスアト
マイズ法、水ガスアトマイズ法のいずれでも良い。水アトマイズ法は、現状、もっとも入
手性が良く低コストである。水アトマイズ法を使用した場合は、その粒子形状がいびつで
あるので、それを加圧成形した粉末成形体の機械的強度を向上させやすい。
【００２３】
　軟磁性粉末は、球形であることが好ましい。第１の磁性粉末の円形度は、０．９０以上
であることが好ましい。円形度を高くすることで、軟磁性粉末同士の隙間が少なくなり、
密度及び透磁率の向上を図ることができるからである。
【００２４】
　軟磁性粉末の製造方法は、任意の方法を採用することができる。例えば、ガスアトマイ
ズ法や水アトマイズ法あるいは水ガスアトマイズ法で製造されたものを使用することで粒
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子の平均円形度を、０．９０以上とする。また、各種アトマイズ法のみで平均円形度が０
．９０以上の粉末を形成できない場合には、さらに粒子の平均円形度をあげる加工を施し
ても良い。例えば、ガスアトマイズ法による軟磁性粉末はほぼ球状の粒子である。したが
って、ガスアトマイズ法により形成した粉末は、加工せずそのまま使用することが可能で
ある。一方、水アトマイズ法で製造された軟磁性粉末は、その表面に凹凸が形成された非
球状の粒子である。この場合には、ボールミル、メカニカルアロイング、ジェットミル、
アトライター又は表面改質装置を用いて表面の凹凸を均すことで、粒子の平均円形度を上
昇させることができる。
【００２５】
（２）絶縁層
　絶縁層は、軟磁性粉末の周囲に形成される絶縁性能を有する層である。本実施形態では
、絶縁層として、複数の種類の層を形成する。本実施形態では、内側より絶縁粉末層、絶
縁被膜層の順に軟磁性粉末の周囲を覆う。また、絶縁被膜層は、軟磁性粉末の表面に設け
られたケイ素（Ｓｉ）を含む第１の絶縁被膜層と、第１の層の表面に設けられたケイ素（
Ｓｉ）を含む第２の絶縁被膜層とを備える。
【００２６】
（２－１．絶縁粉末層）
　絶縁粉末層は、軟磁性粉末の表面に絶縁粉末を均一に付着させた層である。絶縁粉末と
しては、縮合リン酸金属塩粉末や無機絶縁粉末を使用する。絶縁粉末は、１種類でなく、
２種類以上混合しても良い。
【００２７】
（縮合リン酸金属塩）
　軟磁性粉末に混合する絶縁粉末である縮合リン酸金属塩粉末としては、縮合リン酸アル
ミ粉末が適している。その中でも第一リン酸アルミを加熱して脱水反応させたトリポリリ
ン酸アルミ粉末やメタリン酸アルミニウム粉末又はこれらを混合した粉末が適している。
トリポリリン酸アルミは、常温で白色微粉末であり、粉末は水に難溶性である。トリポリ
リン酸アルミは、板状の結晶が重なり合った層状化合物である。トリポリリン酸アルミニ
ウムの具体例として、トリポリリン酸二水素アルミニウムが挙げられる。トリポリリン酸
アルミの平均粒子径が１．５μｍ～６．０μｍであるとさらに好ましい。トリポリリン酸
アルミは防錆効果があり、軟磁性粉末に対して添加した場合、軟磁性粉末の表面の酸化を
防止する作用がある。粉末表面が酸化すると軟磁性粉末間の距離が増大する。軟磁性粉末
間の距離の増加は、透磁率の悪化につながる。また、軟磁性粉末表面が酸化すると、軟磁
性粉末内の結晶構造に歪みが生じる。結晶構造の歪みは、圧粉磁心におけるヒステリシス
損失の悪化につながる。トリポリリン酸アルミを軟磁性粉末の表面に均一に分布させるこ
とにより、圧粉磁心の透磁率の悪化やヒステリシス損失の悪化を防止することが可能とな
る。
【００２８】
（無機絶縁粉末）
　軟磁性粉末に混合する無機絶縁粉末としては、融点が１０００℃以上の無機絶縁粉末で
あるアルミナ粉末、マグネシア粉末、シリカ粉末、チタニア粉末、ジルコニア粉末の少な
くとも１種類以上であることが好ましい。融点が１０００℃以上の無機絶縁粉末を使用す
るのは、後述の成形時に加わった圧力による歪みをとる目的で行う熱処理工程で加えられ
る熱により、無機絶縁粉末が焼結し圧粉磁心の材料として使用できなくなることを防止す
るためである。
【００２９】
　無機絶縁粉末の比表面積は６５～１３０ｍ２／ｇ（粒子径にすれば７～２００ｎｍ）が
好ましく、より好ましくは１００～１３０ｍ２／ｇ（粒子径で７～５０ｎｍ）である。無
機絶縁粉末の比表面積が大きいほうが、粒子径が小さくなる。粒子径が小さいほうが、軟
磁性粉末間に無機絶縁粉末が隙間なく入り込み、密度の高い絶縁被膜が形成され、圧粉磁
心成形時の歪が緩和される。一方、無機絶縁粉末の比表面積が大きすぎると、粒子径が小
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さくなりすぎて製造が困難となる。
【００３０】
　無機絶縁粉末の添加量は、軟磁性粉末に対して０．２５～２．０ｗｔ％とする。これよ
り少なければ絶縁性能が十分に発揮できず、高い熱処理温度では渦電流損失が著しく増加
する場合がある。一方、これより多いと絶縁性能は発揮できるが、成形密度が低くなり、
渦電流損失以外の磁気特性が低下するという問題点が生じる場合がある。これらの問題が
生じない場合は、無機絶縁粉末層は必ずしも必要ではない。
【００３１】
（２－２．絶縁被膜層）
　絶縁粉末層を形成した軟磁性粉末は、２種類の絶縁被膜層で覆われる。すなわち、軟磁
性粉末を中心として、絶縁粉末層を形成した軟磁性粉末の外側に第１層目の第１の絶縁被
膜層が形成され、第１層目の第１の絶縁被膜層の外側に第２層目の第２の絶縁被膜層が形
成される。第１の絶縁被膜層は、シリコーンオリゴマーが熱処理工程により重合反応して
形成されたシリカ（Ｓｉ）層である。第２の絶縁被膜層は、シリコーンレジンを所定量添
加し、大気雰囲気中、所定の温度で乾燥させたシリカ（Ｓｉ）層である。軟磁性粉末の周
囲に絶縁粉末を付着させた場合、第１の層には絶縁粉末が含まれる。この場合、第１の絶
縁被膜層は、第２の層と比べてＳｉの密度が小さくなる傾向がある。第１の絶縁被膜層と
第２の絶縁被膜層は、例えばＳｉの密度の違いにより識別可能である。第１の層には無機
絶縁粉末が含まれるが、第２の層には、無機絶縁粉末が含まれないか、含まれても微量で
あるためである。
【００３２】
（シリコーンオリゴマー）
　シリコーンオリゴマーは、主骨格がシロキサン結合であり、機械的結合力が強い。また
、Ｓｉ原子を１個有するモノマーであるシランカップリング剤に対して、低分子で、二量
体、三量体である分子量１０００程度のシリコーンオリゴマーを用いたほうが、その構造
上、膜厚を厚くできると考えられる。すなわち、シリコーンオリゴマー層を絶縁被膜の中
間層として形成することにより、絶縁被膜全体として機械的結合力を強く、膜厚を厚くす
ることができる。
【００３３】
　具体的には、シリコーンオリゴマーは、アルコキシシリル基を有する。アルコキシシリ
ル基は、メトキシ系、エトキシ系、メトキシ／エトキシ系のものが含まれる。アルコキシ
シリル基を有するシリコーンオリゴマーであれば、反応性官能基を有さないメチル系、メ
チルフェニル系のものや、アルコキシシリル基及び反応性官能基を有するエポキシ系、エ
ポキシメチル系、メルカプト系、メルカプトメチル系、アクリルメチル系、メタクリルメ
チル系、ビニルフェニル系のもの等を用いることができる。特に、メチル系またはメチル
フェニル系のシリコーンオリゴマーを用いることで厚く硬い絶縁層を形成することができ
る。
【００３４】
　シリコーンオリゴマーに対するアルコキシシリル基の含有量は、２０ｗｔ％～４５ｗｔ
％であることが好ましい。アルコキシシリル基の含有量が２０ｗｔ％より少ないと、密度
が低下し、直流重畳特性が悪化するとともにヒステリシス損失が増加する。また、アルコ
キシシリル基の含有量が４５ｗｔ％より多いと、密度が低下して、ヒステリシス損失が増
加する。より好ましくは、アルコキシシリル基の含有量は、２８ｗｔ％～４０ｗｔ％であ
る。この範囲であれば、含有量が２０ｗｔ％～４５ｗｔ％の範囲の中でも、ヒステリシス
損失が少なく、かつ、密度が高いため、好適である。また、密度が高いため、透磁率が高
く、直流重畳特性が良好である。
【００３５】
　シリコーンオリゴマーは、その構造内に下記の（式１）で表されるＴ単位（３官能性）
を含むシリコーンオリゴマーである。シリコーンオリゴマー層を形成するシリコーンオリ
ゴマーは、モノマー、すなわち、下記の（式２）で表されるＭ単位（１官能性）を含まな
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いことが好ましい。シリコーンオリゴマー層を形成する際の乾燥時にＭ単位部分が揮発し
て揮発した部分が粗になり、高温高湿に曝した場合に、磁気特性が悪化するからである。
すなわち、シリコーンオリゴマーにＭ単位が含まれる場合には、シリコーンオリゴマー層
を形成した際にＭ単位部分が粗になり、その部分が外気に触れやすくなる。この状態で高
温高湿の環境下で曝すと、粗になった隙間部分に外気が入り込み、その部分で錆などが発
生し、特性悪化の原因となる。例えば、リアクトルのサンプルを、８５℃、９５％の高温
高湿の環境下で１００時間放置した場合、Ｍ単位が含まれるシリコーンオリゴマーでシリ
コーンオリゴマー層を形成した場合の従来例では、その放置前よりも、透磁率が１０％低
下し、ヒステリシス損失が３０％増加する。これに対し、同じ条件でシリコーンオリゴマ
ー層をＴ単位のみで構成されＭ単位を含まないシリコーンオリゴマーで形成した場合では
、その放置前よりも、透磁率が３％低下するに留まり、また、ヒステリシス損失が５％増
加する程度に留まる。
【００３６】
（式１）
　　　　ＲＳｉＯ３／２・・・・（式１）
　　　　（Ｒは、有機置換基である。）
（式２）
　　　　Ｒ３ＳｉＯ１／２・・・・（式２）
　　　　（Ｒは、有機置換基である。）
【００３７】
　シリコーンオリゴマー層を形成するためのＭ単位を含まないシリコーンオリゴマーとし
ては、Ｔ単位のみからなるシリコーンオリゴマーや、Ｔ単位を含むシリコーンオリゴマー
の他に、下記の（式３）で表されるＤ単位（２官能性）又は（式４）で表されるＱ単位（
４官能性）を含むシリコーンオリゴマーであっても良い。これらのシリコーンオリゴマー
であっても、高温高湿下で長時間曝しても、透磁率、ヒステリシス損失の劣化を少なくす
ることができる。
（式３）
　　　　Ｒ２ＳｉＯ２／２・・・・（式３）
　　　　（Ｒは、有機置換基である。）
（式４）
　　　　ＳｉＯ４／２　　・・・・（式４）
【００３８】
　シリコーンオリゴマーの分子量は、１００～４０００であることが好ましい。分子量が
１００より小さい場合、熱処理工程において熱分解により破壊または消失されやすく、軟
磁性粉末間が絶縁破壊されやすい。一方、分子量が４０００より大きい場合、膜厚が厚く
なりすぎて、磁気特性が低下してしまう。
【００３９】
　シリコーンオリゴマーの添加量は、軟磁性粉末に対して、０．１５ｗｔ％～３．５ｗｔ
％であることが好ましい。添加量が１．０ｗｔ％より少ないと直流重畳特性が悪化する。
添加量が２．０ｗｔ％より多いと密度が低下することにより、初透磁率が低下するととも
にヒステリシス損失が増加する。
【００４０】
　シリコーンオリゴマー層の乾燥温度は、２５℃～３５０℃が好ましく、軟磁性粉末がＦ
ｅ－Ｎｉ合金粉末である場合には２００℃～３５０℃がより好ましい。軟磁性粉末がＦｅ
－Ｓｉ合金粉末又は純鉄粉である場合には、２５℃～３５０℃がより好ましい。乾燥温度
が２５℃未満であると膜の形成が不完全となり、渦電流損失が高くなる。一方、乾燥温度
３５０℃より大きいと粉末が酸化することによりヒステリシス損失が高くなり、成形体の
密度及び透磁率が低下する。乾燥時間は、数時間程度であり、例えば、１時間～２時間程
度とする。
【００４１】
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　なお、無機絶縁粉末付着工程を設けない場合、シリコーンオリゴマー層形成工程は、軟
磁性粉末に対して、シリコーンオリゴマーを所定量添加して、大気雰囲気中、所定の温度
で乾燥を行うものである。シリコーンオリゴマー層形成工程により、軟磁性粉末の表面に
シリコーンオリゴマー層を形成する。
【００４２】
（シリコーンレジン）
　シリコーンレジンはシロキサン結合（Ｓｉ－Ｏ―Ｓｉ）を主骨格に持つ樹脂である。シ
リコーンレジンを用いることで可撓性に優れた被膜を形成することができる。シリコーン
レジンは、メチル系、メチルフェニル系、プロピルフェニル系、エポキシ樹脂変性系、ア
ルキッド樹脂変性系、ポリエステル樹脂変性系、ゴム系等を用いることができる。この中
でも特に、メチルフェニル系のシリコーンレジンを用いた場合、加熱減量が少なく、耐熱
性に優れたシリコーンレジン層を形成することができる。
【００４３】
　シリコーンレジンの添加量は、軟磁性粉末に対して、０．５～１．５ｗｔ％であること
が好ましい。添加量が０．５ｗｔ％より少ないと絶縁被膜として機能せず、渦電流損失が
増加することにより磁気特性が低下する。添加量が１．５ｗｔ％より多いとコアが膨張す
ることにより成形体の密度が低下し、透磁率が低下する。シリコーンオリゴマーに対する
シリコーンレジンの添加量を適宜調整することで、強固で絶縁性能の高い絶縁被膜を形成
することができ、特にシリコーンオリゴマーに対するシリコーンレジンの重量比が１：０
．８～１：３の場合に、強度と絶縁性能が優れている。
【００４４】
　シリコーンレジン層の乾燥温度は、１００℃～４００℃が好ましく、軟磁性粉末がＦｅ
－Ｎｉ合金粉末である場合には２００℃～３００℃がより好ましい。軟磁性粉末がＦｅ－
Ｓｉ合金粉末である場合は１００℃～４００℃がより好ましい。軟磁性粉末が純鉄粉であ
る場合には１００℃～３００℃がより好ましい。乾燥温度が１００℃より小さいと膜の形
成が不完全となり、渦電流損失が高くなる。一方、乾燥温度４００℃より大きいと粉末が
酸化することによりヒステリシス損失が高くなり、成形体の密度及び透磁率が低下する。
乾燥時間は、２時間程度である。
【００４５】
（３）潤滑剤
　潤滑剤として、ステアリン酸カルシウムを使用する。軟磁性粉末に対して潤滑剤を添加
することにより、軟磁性粉末同士の滑りを良くすることができるので、混合時の密度を向
上させ成形密度を高くすることができる。さらに、成形時の上パンチの抜き圧低減、金型
と粉末の接触によるコア壁面の縦筋の発生を防止することが可能である。また、後述する
焼鈍行程を経ることで、潤滑剤に含まれるステアリン酸カルシウムは酸化カルシウムとな
りコア内に残留する。コア内の酸化カルシウムは、酸化カルシウムが持つ吸湿作用により
、コアにおける錆びの発生を防止し、錆によるコアの特性悪化を防止する。
【００４６】
　潤滑剤の添加量は、軟磁性粉末に対して、０．１ｗｔ％～０．５ｗｔ％程度が好ましく
、一般的には、０．５ｗｔ％程度である。これよりも少なければ、十分な効果を得ること
ができず、これより多いと、密度低下による最大磁束密度の低下、ヒステリシス損失の増
加により磁気特性が低下する問題が発生する。
【００４７】
　また、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムに加えて他のワックスを混合して使用して
も良い。他のワックスとしては、ステアリン酸及びその金属塩ならびにエチレンビスステ
アラマイドなどのワックスが挙げられる。例えば、エチレンビスステアラマイド、ステア
リン酸リチウム、ステアリン酸アルミなどである。ステアリン酸カルシウムに加えて他の
ワックスを混合して使用する場合の添加量は、それぞれを混合した潤滑剤が、軟磁性粉末
に対して、０．１ｗｔ％～０．５ｗｔ％程度が好ましい。
【００４８】



(9) JP 6571146 B2 2019.9.4

10

20

30

40

50

［１－２．圧粉磁心の製造方法］
　本実施形態の圧粉磁心の製造方法は、次のような各工程を有する。この工程を図１のフ
ローチャートに示す。
（１）軟磁性粉末に対して、絶縁粉末を混合して粉末を付着させる絶縁粉末付着工程（ス
テップ１）。
（２）表面に絶縁粉末が付着した軟磁性粉末に対し、シリコーンオリゴマーを混合してシ
リコーンオリゴマー層を形成するシリコーンオリゴマー層形成工程（ステップ２）。
（３）シリコーンオリゴマー層が形成された軟磁性粉末に対し、シリコーンレジンを混合
してシリコーンレジン層を形成するシリコーンレジン層形成工程（ステップ３）。
（４）前記工程を経た前記軟磁性粉末に対して、ステアリン酸カルシウムを混合する潤滑
剤混合ステップ（ステップ４）
（５）前記工程を経た前記軟磁性粉末を、加圧成形処理して成形体を作製する成形工程（
ステップ５）。
（６）成形工程を経た成形体を６００℃以上で熱処理する熱処理工程（ステップ６）。
　以下、各工程を具体的に説明する。
【００４９】
（１）絶縁粉末付着工程
　絶縁粉末付着工程では、軟磁性粉末と、絶縁粉末とを混合する。混合は、混合機（Ｗ型
、Ｖ型）、ポットミル等を使用して行い、この時、粉末に内部歪みが入らないように混合
する。以上により、軟磁性粉末の表面に絶縁粉末層を付着することができる。軟磁性粉末
の表面にトリポリリン酸アルミ粉末を付着することにより、軟磁性粉末に発生する錆を防
止することができる。一方、軟磁性粉末の表面に無機絶縁粉末を付着することにより、軟
磁性粉末の間を絶縁することができ、熱処理温度を上げることが可能になる。
【００５０】
　絶縁粉末の付着の態様としては、軟磁性粉末の表面に点状に分散して付着している場合
、軟磁性粉末の表面に塊状に分散して付着している場合、軟磁性粉末の全表面若しくは表
面の一部を覆うように無機絶縁粉末の層を形成しながら付着している場合などが含まれる
。また、軟磁性粉末の表面に付着するだけでなく、軟磁性粉末の外側に形成されたシリコ
ーンオリゴマー層と混合し、シリコーンオリゴマー層の中に分散している場合も含まれる
。なお、混合機による撹拌時間などの条件によっては、シリコーンオリゴマー層の中に分
散しないこともある。
【００５１】
（２）シリコーンオリゴマー層形成工程
　シリコーンオリゴマー層形成工程では、軟磁性粉末に対して、シリコーンオリゴマーを
所定量添加して、大気雰囲気中、所定の温度で乾燥を行う。シリコーンオリゴマー層形成
工程により、軟磁性粉末の外側にシリコーンオリゴマー層が形成される。
【００５２】
絶縁粉末付着工程を設けない場合、シリコーンオリゴマー層形成工程は、軟磁性粉末に対
して、シリコーンオリゴマーを所定量添加して、大気雰囲気中、所定の温度で乾燥を行う
。シリコーンオリゴマー層形成工程により、軟磁性粉末の表面にシリコーンオリゴマー層
を形成する。
【００５３】
（３）シリコーンレジン層形成工程
　シリコーンレジン層形成工程では、シリコーンオリゴマー層が形成された軟磁性粉末に
対して、シリコーンレジンを所定量添加し、大気雰囲気中、所定の温度で乾燥させる。シ
リコーンレジン層形成工程により、シリコーンオリゴマー層の外側にシリコーンレジン層
が形成される。
【００５４】
　このような混合工程により、磁性粉末と樹脂との混合物である造粒粉を得ることができ
る。
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【００５５】
（４）潤滑剤混合工程
　潤滑剤混合工程では、シリコーンレジン層を形成した軟磁性粉末に対して、所定量のス
テアリン酸カルシウムを添加する。混合方法としては、混合は、混合機（Ｗ型、Ｖ型）、
ポットミル等を使用して行う。ステアリン酸カルシウムに加えて他の潤滑剤を使用する場
合には、この工程において混合することができる。他の潤滑剤を混合するタイミングは、
ステアリン酸カルシウムの投入前、ステアリン酸カルシウムの投入時、ステアリン酸カル
シウムの投入後から選択可能である。また、予め、ステアリン酸カルシウムと他の潤滑剤
を混合しておき、混合した潤滑剤を、シリコーンレジン層を形成した軟磁性粉末に対して
、添加しても良い。
【００５６】
（５）成形工程
　成形工程では、潤滑剤と混合した表面に絶縁被膜が形成された軟磁性粉末を加圧成形す
ることにより、成形体を形成する。成形時の圧力は１０～２０ｔｏｎ／ｃｍ２であり、平
均で１５ｔｏｎ／ｃｍ２程度が好ましい。
【００５７】
（５）熱処理工程
　熱処理工程では、成形工程を経た成形体に対して、Ｎ２ガス中やＮ２＋Ｈ２ガス非酸化
性雰囲気中にて、６００℃以上且つ軟磁性粉末に被覆した絶縁被膜が破壊される温度（例
えば、８５０℃とする）以下で、熱処理処理を行うことで圧粉磁心が作製される。絶縁被
膜が破壊される温度以下で熱処理処理を行うのは、成形工程での歪みを開放すると共に、
熱処理処理時の熱により軟磁性粉末の周囲に被覆した絶縁被膜が破れることを防止するた
めである。一方、熱処理温度を上げ過ぎると、この軟磁性粉末に被覆した絶縁被膜が破れ
ることにより、絶縁性能の劣化から渦電流損失が大きく増加してしまう。それにより、磁
気特性が低下するという問題が発生する。
【実施例】
【００５８】
　本発明の実施例を、表１、２および図１～図８を参照して、以下に説明する。
【００５９】
（１）測定項目
　測定項目は、透磁率、鉄損、及び密度である。透磁率の測定及び鉄損の算出には、作製
された各圧粉磁心に１次巻線（２０ターン）を施し、リアクトルを作製した。また、作製
したリアクトルの透磁率及び鉄損を下記の条件で算出した。
【００６０】
＜密度＞
　コアの密度は、見かけ密度である。すなわち、各コアのサンプルの外径、内径、及び高
さを測り、これらの値からサンプルの体積（ｃｍ３）を、π×（外径２－内径２）×高さ
に基づき算出した。そして、サンプルの質量を測定し、測定した質量を算出した体積で除
してコアの密度を算出した。
【００６１】
＜透磁率及び鉄損＞
　透磁率及び鉄損の測定条件は、２次巻線（３ターン）を施し、周波数１００ｋＨｚ、最
大磁束密度Ｂｍ＝１００ｍＴとした。透磁率は、鉄損Ｐｃｖ測定時に最大磁束密度Ｂｍを
設定したときの振幅透磁率とした。鉄損については、磁気計測機器であるＢＨアナライザ
（岩通計測株式会社：ＳＹ－８２３２）を用いて算出した。この算出は、鉄損の周波数曲
線を次の（１）～（３）式で最小２乗法により、ヒステリシス損係数、渦電流損失係数を
算出することで行った。
【００６２】
Ｐｃｖ＝Ｋｈ×ｆ＋Ｋｅ×ｆ２…（１）
Ｐｈ　＝Ｋｈ×ｆ…（２）
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Ｐｅ　＝Ｋｅ×ｆ２…（３）
Ｐｃｖ：鉄損
Ｋｈ　：ヒステリシス損係数
Ｋｅ　：渦電流損係数
ｆ　　：周波数
Ｐｈ　：ヒステリシス損失
Ｐｅ　：渦電流損失
【００６３】
（２）第１の特性比較：絶縁粉末が無機絶縁粉末の場合における特性比較
　本特性比較では、無機絶縁粉末を被覆した軟磁性粉末と潤滑剤を使用した複合軟磁性材
を使用した圧粉磁心のサンプルを作製し、その特性の比較を行った。サンプルとなる圧粉
磁心において、潤滑剤の量は軟磁性粉末に対して０．５ｗｔ％とした。潤滑剤内のステア
リン酸カルシウムと、エチレンビスステアライドとの比率を変化させることで、複数のサ
ンプルを作製し、ステアリン酸カルシウムの量に応じて実施例１～６及び比較例１とした
。これらの作製方法と、その結果について下記に順に示す。
【００６４】
　平均粒子径２７μｍのＦｅ６．５Ｓｉ粉末に対して、絶縁微粉末として比表面積１００
ｍ２／ｇのアルミナ粉末（平均粒子径７ｎｍ程度）を０．２５ｗｔ％混合した。そして、
絶縁処理として、上記混合物に対し、０．４ｗｔ％のシリコーンオリゴマーを混合し、２
００℃で１時間の加熱乾燥を行った。さらに、０．８ｗｔ％のシリコーン樹脂を混合し、
１５０℃で２時間の加熱乾燥を行い、造粒粉を作成した。
【００６５】
　次に、造粒粉に対して、０．５ｗｔ％の潤滑剤を混合した。潤滑剤として、ステアリン
酸カルシウムとエチレンビスステアライドを添加するが、潤滑剤内のステアリン酸カルシ
ウムの割合は、比較例１が０％であり、実施例１～６が２０～１００％とした。
【００６６】
　潤滑剤を混合した造粒粉を室温にて１５ｔｏｎ／ｃｍ２の圧力で加圧成型し、外径１６
．５ｍｍ、内径１１．０ｍｍ、高さ５．０ｍｍのリング状の成型体を作製し、窒素雰囲気
中にて８５０℃で保持時間２時間で熱処理を行い、圧粉磁心を作製した。
【００６７】
　これらのサンプルに対して、上記「測定項目」で示したように、リアクトルを作製し、
透磁率、鉄損の算出、密度及び圧環強度の測定を行った。その後、各サンプルに対して、
５００時間の高温高湿（８５℃　８５％）試験を行い、再度透磁率、鉄損の算出を行った
。
【００６８】
　表１は、実施例１～６及び比較例１におけるステアリン酸カルシウムの割合、５００時
間の高温高湿試験を経た透磁率μ及び鉄損の変化率Ｐｃｖ（％）と、密度、圧環強度を示
す。表１における透磁率の変化の率は、試験開始時の透磁率（μ０）と５００時間経過後
の透磁率（μ１）とし、以下の式により算出した。
　　　　（μ１－μ０）÷μ０×１００＝透磁率の変化率μ（％）
　また、鉄損Ｐｃｖの変化の率は、試験開始時の鉄損（Ｐｃｖ０）と５００時間経過後の
鉄損（Ｐｃｖ１）とし、以下の式により算出した。
　　　　（Ｐｃｖ１－Ｐｃｖ０）÷Ｐｃｖ０×１００＝鉄損の変化率Ｐｃｖ（％）
［表１］
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【００６９】
　また、表１より、ステアリン酸カルシウムの添加量と透磁率、鉄損、密度及び圧環強度
の相関を示す図を図２～５として作成した。
【００７０】
　表１及び図２より、潤滑剤として軟磁性粉末に対してエチレンビスステラアライドを０
．５ｗｔ％添加した比較例１では、透磁率の変化率μが－１１．２％となった。透磁率の
変化率μのマイナスは、試験開始時の透磁率μ０より、試験後の透磁率μ１が低下してい
ることを示し、１１．２は、その割合を示している。すなわち、５００時間の高温高湿試
験の結果、透磁率が１０％以上低下したこととなる。一方、潤滑剤として軟磁性粉末に対
して０．１～０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを含ませ作製した圧粉磁心において
は、透磁率の変化率μは、－７．０％～－３．２％となった。５００時間の高温高湿試験
を行っても、透磁率の変化は１０％未満であることがわかる。また、ステアリン酸カルシ
ウムを０．２５ｗｔ％以上添加することにより、透磁率の変化率μを－５％以下とするこ
とができる。
【００７１】
　表１及び図３より、潤滑剤として軟磁性粉末に対してエチレンビスステラアライドを０
．５ｗｔ％添加した比較例１では、鉄損の変化率Ｐｃｖが１２．６％となった。一方、潤
滑剤として軟磁性粉末に対して０．１～０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを含ませ
作製した圧粉磁心においては、鉄損の変化率Ｐｃｖは、４．１％～８．９％となった。５
００時間の高温高湿試験を行っても、鉄損の変化は１０％未満であることがわかる。また
、ステアリン酸カルシウムを０．２５ｗｔ％以上添加することにより、鉄損の変化率μを
５％以下とすることができる。
【００７２】
　また、密度に着目した図４や表１の密度の項目が示すように、実施例１～６は、比較例
１と比較して密度が高くなることがわかる。すなわち、エチレンビスステラアライドに代
えてステアリン酸カルシウムを添加することで、同じ成型圧力でも高密度の圧粉磁心を作
製することが可能となる。
【００７３】
　さらに、圧環強度に着目した図５や表１の圧環強度の項目が示すように、実施例１～６
は、比較例１と比較して圧環強度が高くなることがわかる。すなわち、エチレンビスステ
ラアライドに代えてステアリン酸カルシウムを添加することで、同じ成型圧力でも圧環強
度の高い圧粉磁心を作製することが可能となる。
【００７４】
　以上のように、潤滑剤として０．１～０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを使用し
た軟磁性材料より作製した圧粉磁心においては、長時間の使用においても透磁率の変化率
μ及び鉄損の変化率Ｐｃｖが小さい圧粉磁心を作製することが可能となる。
【００７５】
（３）第２の特性比較：絶縁粉末がトリポリリン酸アルミの場合における特性比較
　本特性比較では、トリポリリン酸アルミ粉末を被覆した軟磁性粉末と潤滑剤を使用した
複合軟磁性材を使用した圧粉磁心のサンプルを作製し、その特性の比較を行った。サンプ
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ルとなる圧粉磁心において、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムを使用し、添加量は軟
磁性粉末に対して０．５ｗｔ％とした。トリポリリン酸アルミ粉末の量を変化させること
で、複数のサンプルを作製し、トリポリリン酸アルミ粉末の量に応じて実施例１～６及び
比較例１とした。これらの作製方法と、その結果について下記に順に示す。
【００７６】
　平均粒子径２７μｍのＦｅ６．５Ｓｉ粉末に対して、絶縁微粉末として０．２５～１．
５０ｗｔ％のトリポリリン酸アルミを混合した。そして、絶縁処理として、上記混合物に
対し、０．５ｗｔ％のシリコーンオリゴマーを混合し、２００℃で１時間の加熱乾燥を行
った。さらに、０．８ｗｔ％のシリコーン樹脂を混合し、１５０℃で２時間の加熱乾燥を
行い、目開き３００μｍの篩を通し、造粒粉を作成した。そして、造粒粉に対して、潤滑
剤として０．５ｗｔ％のステアリン酸カルシウムを混合した。
 
【００７７】
　潤滑剤を混合した造粒粉を室温にて１５ｔｏｎ／ｃｍ２の圧力で加圧成型し、外径１６
．５ｍｍ、内径１１．０ｍｍ、高さ５．０ｍｍのリング状の成型体を作製し、窒素雰囲気
中にて８５０℃で保持時間２時間熱処理を行い、圧粉磁心を作製した。
【００７８】
　これらのサンプルに対して、上記「測定項目」で示したように、リアクトルを作製し、
透磁率、鉄損の算出、及び密度の測定を行った。その後、各サンプルに対して、５００時
間の高温高湿（８５℃　８５％）試験を行い、再度透磁率、鉄損の算出を行った。
【００７９】
　 表２は、実施例７～１１におけるステアリン酸カルシウムの割合、５００時間の高温
高湿試験を経た透磁率μ及び鉄損の変化率Ｐｃｖ（％）と、密度を示す。
［表２］

 
【００８０】
　また、表２より、トリポリリン酸アルミの添加量と透磁率、鉄損、及び密度の相関を示
す図を図６～８として作成した。
【００８１】
　表２及び図６より、絶縁粉末層の粉末としてトリポリリン酸アルミ粉末を使用した実施
例７～１１においては、透磁率の変化率μが－４．８～－２．４％であることがわかる。
これは、すべてのサンプルにおいて、０．２５ｗｔ％以上のトリポリリン酸アルミ粉末を
使用することにより、透磁率の変化率μが－５．０％以下となり、長時間の使用において
も透磁率の変化率μが小さい圧粉磁心を作製することが可能となる。
 
【００８２】
　表２及び図７より、絶縁粉末層の粉末としてトリポリリン酸アルミ粉末を使用した実施
例７～１１においては、鉄損の変化率Ｐｃｖが２．１～５．０となることがわかる。これ
は、すべてのサンプルにおいて、０．２５ｗｔ％以上のトリポリリン酸アルミ粉末を使用
することにより、鉄損の変化率Ｐｃｖが５．０％以下となり、長時間の使用においても鉄
損の変化率Ｐｃｖが小さい圧粉磁心を作製することが可能となる。
【００８３】
　一方、密度に着目した図８や表２の密度の項目が示すように、トリポリリン酸アルミ粉
末の添加量を多くすることで、密度は低下する。透磁率の変化率、及び鉄損の変化率とも
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に、トリポリリン酸アルミ粉末の量が１．００ｗｔ％の場合と１．５０ｗｔ％のでは、変
化率に差がないか、トリポリリン酸アルミ粉末の量が１．５０ｗｔ％の場合の方が大きい
。すなわち、トリポリリン酸アルミ粉末の量が１．５０ｗｔ超添加しても、透磁率の変化
率、及び鉄損の変化率が減少しないと推察される。換言すれば、透磁率の変化率、及び鉄
損の変化率を小さくするために、トリポリリン酸アルミ粉末を添加する場合に、好適な範
囲は０．２５～１．５０であることがわかる。
【００８４】
　以上のように、絶縁粉末層の粉末としてトリポリリン酸アルミ粉末を使用し、潤滑剤と
して０．５ｗｔ％ステアリン酸カルシウムを使用した軟磁性材料より作製した圧粉磁心に
おいては、０．２５～１．５０ｗｔ％のトリポリリン酸アルミ粉末の絶縁粉末層を形成す
ることで、長時間の使用においても透磁率の変化率μ及び鉄損の変化率Ｐｃｖが小さい圧
粉磁心を作製することが可能となる。
【００８５】
［１－３．作用・効果］
（１）本実施形態の軟磁性材料は、周囲を絶縁層で被覆した軟磁性粉末と、軟磁性粉末に
対して添加される潤滑剤とを備え、潤滑剤は、軟磁性粉末に対して０．１～０．５ｗｔ％
のステアリン酸カルシウムを含むものである。潤滑剤に含まれるステアリン酸カルシウム
は、高温になる焼鈍工程を経ることで、酸化カルシウムとなり圧粉磁心内に残留する。圧
粉磁心内の酸化カルシウムは、酸化カルシウムが持つ吸湿作用により、コアにおける錆び
の発生を防止し、錆によるコアの特性悪化を防止する。つまり、ステアリン酸カルシウム
は、成形工程時における潤滑剤としての役割だけでなく、成形後は酸化カルシウムとなり
吸湿剤としての役割も果たす。錆防止のために別途添加物を添加すると、コアの密度が低
下する要因となるが、ステアリン酸カルシウムを使用するとこの問題が生じない。これに
より、潤滑剤としてステアリン酸カルシウムを含む軟磁性材料より作製した圧粉磁心にお
いては、長時間の使用においても鉄損の変化率Ｐｃｖが小さい圧粉磁心を作製することが
可能となる。
【００８６】
（２）ステアリン酸カルシウムは、単独で使用しても、他の潤滑剤と併用して使用しても
（１）の効果を奏することが可能である。つまり、軟磁性材料における潤滑剤のうちステ
アリン酸カルシウムの割合が２０～１００％としても長時間の使用においても鉄損の変化
率Ｐｃｖが小さい圧粉磁心を作製することが可能となる。また、軟磁性材料における潤滑
剤の添加量として、軟磁性粉末に対して０．５ｗｔ％という１つの目安があるが、この潤
滑剤を０．５ｗｔ％添加する場合においても、潤滑剤におけるステアリン酸カルシウムの
割合を２０～１００％とすることで長時間の使用においても鉄損の変化率Ｐｃｖが小さい
圧粉磁心を作製することが可能となる。
【００８７】
（３）本実施形態の軟磁性粉末材料は、軟磁性粉末の外側を被覆するシリコーンオリゴマ
ー層と、シリコーンオリゴマー層の外側を被覆するシリコーンレジン層を備えても良い。
シリコーンオリゴマー層を軟磁性粉末の外側に形成することにより、機械的結合力が強く
、膜厚の厚い絶縁被膜層を形成することが可能となる。また、シリコーンレジン層をシリ
コーンオリゴマー層の外側に形成することで、可撓性に優れた被膜を形成することができ
る。このシリコーンオリゴマー層は、メチル系またはメチルフェニル系のシリコーンオリ
ゴマーを固化したものであっても良い。
【００８８】
（４）前記軟磁性粉末の周囲に均一に分布する絶縁粉末層を含み、シリコーンオリゴマー
層及びシリコーンレジン層は、絶縁粉末層を覆うものであるとしても良い。絶縁粉末の一
部または全てを無機絶縁粉末とすることで、軟磁性粉末の間を絶縁することができ、熱処
理温度を上げることが可能になる。一方、絶縁粉末の一部または全てをトリポリリン酸ア
ルミ粉末とすることで、圧粉磁心の透磁率の悪化やヒステリシス損失の悪化を防止するこ
とが可能となる。
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【００８９】
（５）絶縁粉末がトリポリリン酸アルミ粉末である場合、トリポリリン酸アルミ粉末の添
加量は、軟磁性粉末に対して０．２５～１．５０ｗｔ％であることが好ましい。軟磁性粉
末に対して０．２５～１．５０ｗｔ％のトリポリリン酸アルミ粉末の絶縁粉末層を形成し
、潤滑剤として０．１～０．５ｗｔ％ステアリン酸カルシウムを使用した軟磁性材料より
作製した圧粉磁心は、長時間の使用においても透磁率の変化率μ及び鉄損の変化率Ｐｃｖ
が小さくすることが可能となる。
【００９０】
［２．他の実施形態］
　本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要旨を逸
脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示されている
複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。
【００９１】
（１）本実施形態では、平均粒子径（Ｄ５０）は２０μｍ～１５０μｍの軟磁性粉末を使
用するとした。それだけでなく、平均粒子径の異なる複数の磁性粉末を使用しても良い。
例えば、平均粒子径の異なる２種類の磁性粉末から構成しても良いし、３種類以上の軟磁
性粉末を混合してもよい。例えば、２０μｍ～１５０μｍの軟磁性粉末を第１の軟磁性粉
末とした場合に、この第１の軟磁性粉末より平均粒子径が小さい第２の軟磁性粉末を、第
１の軟磁性粉末に対して混合して使用することもできる。第２の軟磁性粉末の平均粒子径
は、５μｍ～１０μｍが好ましい。平均粒子径の異なる２種類の磁性粉末を混合すること
で、第１の磁性粉末同士の隙間に平均粒子径の小さい第２の磁性粉末が入り込むことにな
る。これにより、密度及び透磁率の向上と低鉄損化を図ることができる。また、第２の軟
磁性粉末は、第１の磁性粉末と同様に、球形であることが好ましく、第２の磁性粉末の円
形度は、０．９４以上であることが好ましい。これにより、第１の磁性粉末同士の隙間に
より多くの第２の磁性粉末が入り込み易くなり、密度及び透磁率の向上を図ることができ
るからである。第２の磁性粉末は、ガスアトマイズ法や水アトマイズ法あるいは水ガスア
トマイズ法で製造されたものを使用することができる。これらの方法で形成した粒子の平
均円形度は、０．９０以上とすることが望ましく、各種アトマイズ法のみで平均円形度が
０．９０以上の粉末を形成できない場合には、さらに粒子の平均円形度をあげる加工を施
しても良い。
【００９２】
　（２）本実施形態では、絶縁粉末層を形成した軟磁性粉末は、シリコーンオリゴマーと
シリコーンレジンとの２種類の絶縁被膜層で覆われるとした。しかしながら、絶縁被膜層
を形成する被膜の種類はこれに限らない。例えば、シリコーンオリゴマー、シリコーンレ
ジン以外で、２種類の絶縁被膜層を形成しても良い。また、絶縁被膜層は、シリコーンオ
リゴマーとシリコーンレジンからなる２重の絶縁被膜層としたが、３重以上の絶縁被膜層
としても良いし、シリコーンオリゴマーとシリコーンレジンのどちらか一方の絶縁被膜層
から形成されても良い。
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